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平 成 ２ ８ 会 計 年 度 事 業 計 画 

区   分 業 務 別 計 画 

１ 放送大学を設

置し，これを運営

することに関す

る事項 

（１）学生の募集等  

  以下のとおり平成２８年度第２学期及び平成２９年度第１学期学生募集を行い，入学者の決定を行う。 

                              （単位：人）  

区  分 
入学 

定員 
募集期間等 

教養学部 

平成２８年度第２学期 

全科履修生 
15,000 

（第１回）６月１５日～８月３１日

（第２回）９月 １日～９月２０日 平成２８年度第２学期 

選科履修生，科目履修生
40,000 

平成２９年度第１学期 

全科履修生 
15,000 

（第１回）１２月  １日～２月２８日 

（第２回） ３月 １日～３月２０日 平成２９年度第１学期 

選科履修生，科目履修生
40,000 

平成２８度 

集中科目履修生 
― 

（看護）５月 １日 ～ ５月３１日 

（学校図書館司書教諭）５月１日 ～ ６月７日 

大学院 

文化科学 

研究科 

平成２９年度 

修士全科生  
500 

８月１５日～８月３１日 募集期間 

１０月２日  第１次選考（筆記試験） 

１１月１９，２０日 第２次選考（面接試問） 

１２月９日   最終合格者決定 

平成２８年度第２学期 

修士選科生，修士科目生
11,000 

（第１回）６月１５日～８月３１日

（第２回）９月 １日～９月２０日 

平成２９年度第１学期 

修士選科生，修士科目生
11,000 

（第１回）１２月 １日～２月２８日 

（第２回） ３月 １日～３月２０日 

平成２９年度 

博士全科生 
10 

８月１５日～８月３１日 募集期間 

１０月２日   第１次選考（筆記試験） 

１１月１３日    第２次選考（面接試問） 

１２月９日    最終合格者決定 

（注）募集期間等は予定である。

   なお，学費については下記のとおりとする。 

① 教養学部 

学生の種類 入学料 授業料 

全科履修生 24,000円 

1単位 

当たり 

5,500円 

選科履修生 9,000円 

科目履修生 7,000円 

集中科目履修生 5,000円 

② 大学院文化科学研究科  

学生の種類 検定料 入学料 授業料 研究指導料 臨床心理実
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習費 

修士全科生 30,000円 48,000円 

1単位 

当たり 

11,000円 

1年間につき

88,000円 
20,000円 

修士選科生 

― 

18,000円 

― ― 

修士科目生 14,000円 

博士全科生 30,000円 48,000円 

1単位 

当たり 

44,000円 

1年間につき

352,000円 
― 

（２）学生の教育等  

① 学生に対して放送授業，面接授業，オンライン授業，通信指導，研究指導，単位認定試験等を実施

する。 

放送授業 

・放送授業の放送期間 

 第１学期 

平成２８年 ４月 １日～ ４月２８日 

 平成２８年 ５月 ６日～ ７月２１日 

第２学期 

平成２８年１０月 １日～１２月２８日 

 平成２９年 １月 ５日～ １月２０日 

・第１学期，第２学期ともに，学部２８４科目，大学院６４科目を放送  

・ 平成２８年４月２９日～５月５日及び平成２８年１２月２９日～２９年１月４日を「ゆ

とりの期間」として，また，平成２８年７月２２日～９月３０日及び平成２９年１月２１

日～３月３１日を「集中放送授業期間」として，特別講義を放送するほか，授業番組の一部

を再放送 

・ なお，集中放送授業期間,ゆとりの期間（年末・年始）には，「司書教諭資格取得に資する

科目」（５科目），「看護師資格取得に資する科目」（６科目）,「教員免許更新講習に関する科

目」（必修領域１科目、選択必修領域５科目、選択領域７科目）も放送   

オンライン授

業 

・オンライン授業の配信期間 

第１学期 平成２８年４月～平成２８年８月 

第２学期 平成２８年１０月～平成２９年２月 

・第１学期学部８科目、大学院２科目，第２学期学部８科目，大学院５科目

を配信 

面接授業 

・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む。）が指導を実施（ス

クーリング） 

・面接授業の開講期間 

 第１学期 平成２８年４月～８月 

 第２学期 平成２８年１０月～平成２９年２月 

 ※面接授業は８５分の授業を８回実施 

通信指導 

通信指導提出期限 

（第１学期） 

（第２学期） 

〔（集中科目履修生） 

平成２８年 ６月 ７日 

平成２８年１１月３０日  

平成２８年 ８月１５日 〕 

１５週間

１５週間
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研究指導 

（大学院） 

・大学院修士課程では研究指導並びに修士課程第２年次の学生については修

士論文等の審査を実施  

・大学院博士後期課程では，３名の教員による研究指導チームで博士論文作

成のための指導を実施  

単位認定試験 

・教養学部 
（第１学期）平成２８年７月２４日～７月３１日 

（第２学期）平成２９年１月２２日～１月２９日 

・集中科目履修生  

 「司書教諭資格取得に資する科目」 平成２８年１０月１４日  単位認定レポート提出期限

 「看護師資格取得に資する科目」 平成２８年  ９月２３日，２４日 

・大学院文化科学研究科
（第１学期）平成２８年７月２２日～２３日 

（第２学期）平成２９年１月２０日～２１日 

  ② 各種資格の取得に資する教育を実施する。  

    専修免許状，特別支援学校の教諭免許状，栄養教論免許状，幼稚園教論免許状，看護師資格など 

  ③ 特定の科目群を履修し単位取得した学生に認証状を発行・授与する科目群履修認証制度を推進す

る。   

④ 他大学・専修学校等との単位互換・連携協力を推進する。  

  ⑤ 高等学校との連携協力を推進する。  

  ⑥ 教員免許更新講習を実施する。 

  ⑦ 海外の遠隔高等教育機関との国際交流を推進する。 

（３）教材の作成   

① 新たに開設する授業科目の放送教材、印刷教材及びオンライン教材を作成するとともに，特別講義

を制作する。 

② 特別講義の一部の番組について，番組に連動したデータ放送用コンテンツを制作する。 

③ 聴覚障害者等による受講の便宜を図るため，字幕番組を制作する。 

④ 放送教材の二次利用等の円滑化に資するため，教材作成段階において著作権処理について十分配慮

するとともに，著作権処理データベースを運用し，著作権処理業務を適切に実施する。 

⑤ 放送教材の作成にあたっては効率的な執行に努める。 

（４）学習センターの運営  

   全国各地の学習者の身近な場所において面接による授業等を行うため，学習センターの運営を行

う。また，面接授業受講機会の充実及び講義室の有効活用等に努める。 

  ① 面接授業の実施等   

  ② 単位認定試験の実施  

  ③ ＤＶＤ・ＣＤ等による再視聴学習機会の提供  
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④ 学習支援  

    再視聴の受付，図書の貸出，学習相談，証明書の発行等 

  ⑤ 当該地域の広報活動・学生募集活動  

（５）施設設備の整備  

① 本部施設及び埼玉学習センターの特別修繕を行う。 

② 教育研究に必要な設備等の整備及び図書・学術雑誌の充実を図る。 

（６）授業評価の実施   

    授業内容の質的な充実を図るため，学生等による授業評価を実施する。 

   また，学部･大学院の教育方法改善を図るため，ＦＤ（Faculty Development）を実施する。 

（７）ＩＣＴ活用教育の推進  

  ① 学習機会の提供の充実を図るためオンライン授業科目を開設するとともに，ＩＣＴ活用教育のため

の教材開発や授業実施のための情報提供等を行う。 

  ② 学生の情報リテラシー向上のため，全学習センターで面接授業等による情報リテラシー教育を実施

する。  

  ③ 海外のＩＣＴ活用教育推進機関などと連携するとともに，国際シンポジウムを開催する。  

２ 放送大学にお

ける教育に必要

な放送の実施に

関する事項 

（１）放送の実施   

    地上デジタルテレビ放送（東京放送局及び前橋放送局），ＦＭ放送（東京放送局及び前橋放送局），

ＢＳデジタルテレビ放送及びラジオ放送により，次のように授業番組等を放送する。 

    また，地上デジタルテレビ放送及びＢＳデジタルテレビ放送においては，ハイビジョン放送，マル

チ編成及びデータ放送を実施する。 

  ① 番組編成期間及び放送時間  

   ・ 地上デジタルテレビ放送第１チャンネル及びＦＭ放送，ＢＳデジタルテレビ放送第１チャンネル，

ＢＳデジタルラジオ放送 

番組編成期間 放送時間 

放送授業期間（第１学期） 

平成２８年  ４月１日～ ４月２８日 

平成２８年  ５月６日～ ７月２１日 

テレビ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜     午前６時から翌午前１時３０分まで 

水曜から土曜 午前５時１５分から翌午前１時３０分まで 

ラジオ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前１時３０分まで

放送授業期間（第２学期） 

平成２８年１０月１日～１２月２８日 

平成２９年  １月５日～ １月２０日 

ゆとりの期間 

平成２８年４月２９日～５月５日

  平成２８年１２月２９日 

     ～平成２９年１月４日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前１時３０分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 
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集中放送授業期間 

 平成２８年７月２２日~９月３０日  

  平成２９年１月２１日~３月３１日 

   ・ 地上デジタルテレビ放送第２チャンネル・第３チャンネル及びＢＳデジタルテレビ放送第２チャ

ンネル・第３チャンネル   

番組編成期間及び放送時間 

          午後１時から午後２時３０分まで 

    毎日           及び 

          午後８時４５分から午後１１時まで 

 ② 番組の種類  

番 組 名 番 組 内 容 

授 

業 

番 

組 

授業番組 放送大学が放送教材として使用する番組 

特別講義 

各分野で顕著な業績のある者が，それぞれの専門

について，自由にあるいはさらに深く掘り下げて

講義する番組 

告 

知 

番 

組 

大学の窓 
大学からの各種お知らせや学習に役立つ情報を

提供する番組 

特別番組 

生涯学習、遠隔教育の普及や、学園の研究活動の

社会還元に資するため、対談、シンポジウム、講

義など多様な演出形式とテーマで放送する番組 

あなたの知りたい放送大学 放送大学での学びを分かりやすく紹介する番組 

もう一度みたい名講義 

～放送大学アーカイブス～

過去の名講義を改めて紹介することで，放送大学

で学ぶことの意義と魅力を伝える番組 

（２） 放送設備の整備  

安定した放送を確保するため，主調整設備の補修を行うとともに，放送関連施設及び機器の保

全・管理等を行う。 

また，メーカーによる保守期限満了に伴う放送番組運行システムの整備を行う。  

３ 前２号に掲げ

る業務に附帯す

る業務に関する

事項 

（１）広報活動の実施  

    放送大学の周知を図るとともに，学生募集活動に資するため，広報資料の作成・配布及び広告等の

広報活動を行う。 

    また，学生確保戦略を策定し，学生の学習支援・サービス改革を進めるとともに，一般学生及び集

団での学生確保を図る。 

  ① 放送大学の周知に係る広報活動を行う。  

    ・ホームページの充実 

    ・新聞，テレビ，雑誌，インターネット等のメディアを活用した広報の実施 

    ・各種イベントへの参加 

    ・公開講演会（各学習センター）の実施          

・図書館所蔵コレクション展の実施   

② 平成２８年度第２学期及び平成２９年度第１学期学生募集に係る広報活動を行う。
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    ・学生募集ポスター，学生募集リーフレット，その他広報資料の作成 

    ・新聞，テレビ，雑誌，インターネット等のメディアを活用した学生募集広告の実施 

    ・学生サポートセンターによる資料請求者へのフォローコールの実施 

    ・オープンキャンパス及び個別相談会（各学習センター）の実施 

    ・生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請 

    ・関係府省庁の刊行物，各自治体広報誌及びホームページの活用 

（２）調査研究の実施  

① 学生に対して、放送番組の編成に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況の把握に資する調

査を実施し，その結果の活用を図る。（視聴状況調査） 

② 一般生活者に対して、視聴・受信状況の把握に資する調査を実施し，その結果の活用を図る。（総

合的なメディアの活用のあり方に関する調査研究） 

（３）情報システムの運用等  

   ① 人事・給与システム，財務・会計システム，教務情報システム（システムWAKABA），図書システ

ム，情報基盤システム，文書管理システム等の運用・管理を行う。 

② 教務事務の効率化および教務制度の変革に柔軟に対応するため，平成 29 年度の稼動を目指し，

新たな教務情報システムの設計・開発を実施する。 

（４）インターネット配信  

    学生の利便性の向上等に資するため，放送による授業の補完として，テレビ授業科目，ラジオ授業

科目のインターネット配信及びＩＰサイマルラジオの配信を実施する。 

（５）特別修繕準備金  

    特別修繕準備金から240,270,000円を取り崩して特別修繕費に充てる。 

４ その他学園の

行う業務に関す

る事項 

（１）学生等の受信環境の向上のため，ケーブルテレビ事業者による再放送の拡充に努める。 

（２）社会のニーズや環境の変化等を踏まえ，教育機能の強化・充実や業務運営の効率化等必要な改善を図

る。 
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資 産 の 部
（単位：千円）

Ⅰ

１

6,190,887

18,367,561

△ 7,142,027 11,225,534

635,458

△ 395,196 240,262

8,459,085

△ 6,899,509 1,559,575

2,055,119

△ 1,653,337 401,782

5,484,355

17,712

△ 15,879 1,833

86,400

25,190,630

２

3,889

10

73,912

616,452

829

695,093

３

968

1,617,949

362,837

1,981,754

27,867,478

Ⅱ

3,267,684

87,861

2,348,832

4,393,125

169

3,527

10,101,200

37,968,679

前 払 費 用

未 収 収 益

流動資産合計

資 産 合 計

固定資産合計

流動資産

現金及び預金

未 収 入 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

投資その他の資産合計

無形固定資産

電話加入権

水道施設利用権

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

商 標 権

無形固定資産合計

投資その他の資産

長期性預金

投資有価証券

敷金及び保証金

有形固定資産合計

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

工具、器具及び備品

減価償却累計額

図 書

車両運搬具

減価償却累計額

建設仮勘定

建 物

１．平成２８会計年度予定貸借対照表

(平成29年3月31日）

固定資産

有形固定資産

土 地



負 債 の 部

Ⅰ

7,323,224

666

169,545

702,852

718,842

691,006

65,876

9,672,013

Ⅱ

4,387,487

5,638

2,681,402

200,451

53,865

866,736

684,896

1,697

272,822

9,154,997

18,827,010

拠 出 の 部

Ⅰ

19,844,552

Ⅱ

10,883,063

△ 12,945,027

852,961

505,146

△ 703,855

Ⅲ

971

(177,340)

971

19,141,668

37,968,679

拠 出 合 計

負債拠出合計

放送大学教育振興基金

拠出剰余金合計

利益剰余金

当期未処分利益

（うち当期総利益）

利益剰余金合計

特別修繕準備金

未払消費税等

賞与引当金

流動負債合計

負 債 合 計

拠 出 金

政府拠出金

拠出剰余金

拠出剰余金

損益外減価償却累計額

未 払 費 用

退職給付引当金

学生数等減少準備引当金

長期未払金

固定負債合計

流動負債

資産見返補助金等

資産見返寄附金

前 受 金

預り 寄附金

預 り 金

未 払 金

預り補助金等

固定負債

資産見返補助金等

資産見返給付金

資産見返寄附金



（単位：千円）

Ⅰ

5,665,163

560,159

45,346

5,693,363

9,305

49,522

2,185,506

28,260

2,948

22,642 25,591

110,558

14,372,775

Ⅱ

13,720,481

715,223

14,435,705

△ 62,930

Ⅲ

12,784

12,784

Ⅳ

12,784

12,784

△ 62,930

240,270

177,340

検 定 料 収 益

２．平成２８会計年度予定損益計算書

(自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日）

経常収益

授 業 料 収 益

入 学 金 収 益

経常収益合計

運営費補助金等収益

受託研究収益

寄 附 金 収 益

資産見返補助金等戻入

資産見返寄附金戻入

財 務 収 益

受 取 利 息

有価証券利息

雑 益

臨時損失

経常費用

業 務 費

一 般 管 理 費

経常費用合計

経 常 利 益

臨時利益

資産見返補助金等戻入

臨時利益合計

固定資産除却損

臨時損失合計

当期純利益

特別修繕準備金取崩額

当期総利益



資 産 の 部
（単位：千円）

Ⅰ

１

6,190,887

17,912,940

△ 6,585,281 11,327,659

635,760

△ 372,951 262,809

8,600,496

△ 6,594,912 2,005,584

2,220,844

△ 1,635,752 585,092

5,484,355

17,712

△ 15,166 2,546

67,312

25,926,247

２

3,889

13

34,467

152,152

964

191,486

３

968

1,617,949

379,780

1,998,697

28,116,431

Ⅱ

3,466,718

87,861

2,348,832

4,393,125

169

3,527

10,300,234

38,416,665

前 払 費 用

未 収 収 益

流動資産合計

資 産 合 計

固定資産合計

流動資産

現金及び預金

未 収 入 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

投資その他の資産合計

無形固定資産

電話加入権

水道施設利用権

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

商 標 権

無形固定資産合計

投資その他の資産

長期性預金

投資有価証券

敷金及び保証金

有形固定資産合計

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

工具、器具及び備品

減価償却累計額

図 書

車両運搬具

減価償却累計額

建設仮勘定

建 物

３．平成２７会計年度予定貸借対照表

(平成28年3月31日）

固定資産

有形固定資産

土 地



負 債 の 部

Ⅰ

7,822,592

666

197,455

152,152

694,691

691,006

9,558,563

Ⅱ

4,387,487

5,638

2,681,402

200,451

53,865

866,736

684,896

1,697

255,837

9,138,012

18,696,576

拠 出 の 部

Ⅰ

19,844,552

Ⅱ

10,513,000

△ 12,236,713

1,093,231

505,046

△ 125,434

Ⅲ

971

(142,611)

971

19,720,089

38,416,665負債拠出合計

拠出剰余金合計

利益剰余金

当期未処分利益

（うち当期総利益）

利益剰余金合計

拠 出 合 計

放送大学教育振興基金

賞与引当金

流動負債合計

負 債 合 計

拠 出 金

政府拠出金

拠出剰余金

拠出剰余金

損益外減価償却累計額

特別修繕準備金

未払消費税等

退職給付引当金

学生数等減少準備引当金

固定負債合計

流動負債

資産見返補助金等

資産見返寄附金

前 受 金

預り 寄附金

預 り 金

未 払 金

未 払 費 用

預り補助金等

固定負債

資産見返補助金等

資産見返給付金

資産見返寄附金



（単位：千円）

Ⅰ

5,546,384

552,701

44,743

5,583,712

11,027

61,976

2,185,506

90

28,260

3,955

30,377 34,333

107,473

14,156,206

Ⅱ

13,529,059

705,245

14,234,304

△ 78,098

Ⅲ

12,784

12,784

Ⅳ

12,784

12,784

△ 78,098

220,709

142,611

固定資産除却損

臨時損失合計

当期純利益

特別修繕準備金取崩額

当期総利益

臨時損失

経常費用

業 務 費

一 般 管 理 費

経常費用合計

経 常 利 益

臨時利益

資産見返補助金等戻入

臨時利益合計

経常収益合計

運営費補助金等収益

受託研究収益

寄 附 金 収 益

資産見返補助金等戻入

資産見返負担金戻入

資産見返寄附金戻入

財 務 収 益

受 取 利 息

有価証券利息

雑 益

検 定 料 収 益

４．平成２７会計年度予定損益計算書

(自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

経常収益

授 業 料 収 益

入 学 金 収 益



平 成 2 ７ 会 計 年 度

５．業 務 報 告 書

放 送 大 学 学 園
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Ⅰ 放送大学学園の概要 

      事 業 内 容      １ 放送大学を設置し，これを運営すること 
２ 放送大学の教育に必要な放送を行うこと 
３ その他必要な業務を行うこと 

事務所の所在地    千葉県千葉市美浜区若葉２丁目１１番地 

   役員の定数等  
       定数：理事７人以上９人以内（うち常勤６人以内），監事２人（うち非常勤１人） 

（平成２８年３月１日現在） 

氏  名 役  職 任  期 経  歴 

白 井 克 彦 理 事 長
平成27年 4月 1日～
平成29年 3月31日

昭和50年 4月 早稲田大学教授 
平成14年11月 早稲田大学総長 
平成23年 4月 放送大学学園理事長 

岡 部 洋 一 理事（学長）
平成27年 5月 1日～
平成29年 3月31日

平成元年12月 東京大学教授 
平成18年 4月 放送大学教授 
平成21年 4月 放送大学学園理事・副学長 
平成23年 5月 放送大学長 

石 野 利 和 理 事
平成27年10月 1日～
平成29年 9月30日

昭和56年 4月 文部省入省 
平成23年 9月 文化庁文化財部長 
平成25年10月 放送大学学園理事 

多 田 誠 一 理 事
平成27年10月 1日～
平成29年 9月30日

昭和52年 4月 大蔵省入省 
平成27年 7月 財務省主計局主計監査官 
平成27年10月 放送大学学園理事 

奥  英 之 理 事
平成27年10月 1日～
平成29年 9月30日

昭和58年 3月 郵政省入省 
平成26年 7月 総務省近畿総合通信局長 
平成27年 7月 放送大学学園理事 

來 生  新 理 事
平成27年 4月1日～
 平成29年 3月31日

平成元年 4月 横浜国立大学教授 
平成17年 4月 横浜国立大学理事・副学長 
平成21年 5月 放送大学教授 
平成23年 5月 放送大学副学長 
平成26年 4月 放送大学学園理事・副学長 

佐 藤 和 人 理事（非常勤）
平成27年10月 1日～
平成29年 9月30日

平成11年 4月 日本女子大学教授 
平成19年 4月 学校法人日本女子大学理事・ 
       日本女子大学家政学部長 
平成25年 4月 学校法人日本女子大学理事

長・日本女子大学学長 
平成25年10月 放送大学学園理事(非常勤) 

永  田  恭  介 理事（非常勤）
平成27年10月1日～

 平成29年 9月30日 

平成13年 2月 筑波大学教授 
平成25年 4月 筑波大学長 
平成27年10月 放送大学学園理事（非常勤） 

原 田 豊 彦 理事（非常勤）
平成27年10月 1日～
平成29年 9月30日

平成19年 4月 日本放送協会専務理事・放送
総局長 

平成22年10月 日本放送協会学園理事長 
平成25年10月 日本放送協会学園特別経営主

幹 
放送大学学園理事（非常勤） 

関 口 一 材 監 事
平成26年 5月 1日～
平成28年 4月30日

昭和49年10月 学校法人慶應義塾採用 
平成25年11月 学校法人慶應義塾塾監局参事 
平成26年 1月 放送大学学園監事 

石  井  尚 子 監事（非常勤）
平成27年10月 1日～
平成29年 9月30日

平成16年10月 弁護士 
平成27年10月 放送大学学園監事（非常勤） 
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教員及び職員の数    教員：１１４人 
 職員：２６４人  

   沿      革   昭和５６年  ７月 放送大学学園設立 
              昭和５８年  ４月 放送大学設置 
              昭和５９年１０月 東京放送局免許 
              昭和５９年１２月 前橋放送局免許 
              昭和６０年  ４月 関東地方の一部において，テレビ（地上アナログ放送）・ラジオ

による授業放送を開始するとともに学生を受入れ 
              平成  ２年１０月 関東地方以外において，順次ビデオ・オーディオテープを 

利用した授業等を行うとともに学生を受入れ 
              平成１０年  １月 衛星（ＣＳ）放送による授業番組等の全国放送の開始 
              平成１０年１０月 全国の学習センターで全科履修生の受入れ開始 
              平成１３年  ４月 放送大学大学院修士課程設置 
              平成１４年  ４月 放送大学大学院修士課程学生受入れ開始 
              平成１５年１０月 特殊法人から特別な学校法人へ移行 
              平成１８年１２月 地上デジタル放送開始（放送エリアは地上アナログ放送と同様） 
              平成２１年  ６月 ＢＳデジタル放送の委託放送業務の認定 
              平成２３年  ７月 地上アナログテレビ放送の終了 
              平成２３年１０月 ＢＳデジタル放送による授業番組等の全国放送の開始 
              平成２４年  ３月 ＣＳ放送の終了 
             平成２６年 ４月 放送大学大学院博士後期課程設置 
              平成２６年１０月 放送大学大学院博士後期課程学生受入れ開始 
              平成２７年 ４月 オンライン授業の開始 

設立に係る根拠法  放送大学学園法（平成１４年１２月１３日法律第１５６号） 

   主 管 省 庁 名  文部科学省，総務省 
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   審 議 等 機 関   名  称    評議員会 
             業務内容   ・ 理事長の諮問に応じ，放送大学学園の業務の運営に関する重要事項 
                      について審議する。 

 ・  放送大学学園の業務の運営につき，理事長に対して意見を述べる。 
             構 成 員   【定数：２０～２７人 現員：２７人】  

（平成２８年３月１日現在） 

氏  名 職   名   等 

安 部 恵美子 
安 齋 尚 志 
内 海 房 子 
浦 野 光 人 
大 島 愼 子 
岡 部 洋 一 
川 嶋    明 
來 生   新 
鬼 頭 達 男 
木 村 信 哉 
小 寺 山    亘 
佐 藤 和 人 
島 田 尚 信 
白 井 克 彦 
庄 山 悦 彦 
清 家   篤 
寺 本   充 
徳 久 剛 史 
内 藤 敏 也 
永 田 恭 介 
羽 入 佐和子 
原 田 豊 彦 
樋 口 修 資 
福 田 俊 男 
宮 本 み ち 子 
矢 野 正 義 
吉 田 和 文 

日本私立短期大学協会副会長（長崎短期大学学長） 
日本放送協会理事 
独立行政法人国立女性教育会館理事長 
株式会社ニチレイ相談役 
筑波学院大学学長 
放送大学長 
一般社団法人日本新聞協会専務理事 
放送大学副学長 
一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター理事長 
一般社団法人日本民間放送連盟専務理事 
放送大学副学長 
学校法人日本女子大学理事長・日本女子大学学長 
ＵＡゼンセン副会長 
放送大学学園理事長 
株式会社日立製作所相談役 
日本私立大学団体連合会会長（慶應義塾長） 
公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会会長 
国立大学法人千葉大学長 
千葉県教育委員会教育長 
一般社団法人国立大学協会副会長（国立大学法人筑波大学長） 
国立研究開発法人理化学研究所理事 
学校法人日本放送協会学園特別経営主幹 
明星大学教授 
公益財団法人民間放送教育協会理事長（株式会社テレビ朝日専務取締役
放送大学副学長 
放送大学同窓会連合会会長 
放送大学学園事務局長 
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Ⅱ 事業の実施状況 

 １ 放送大学を設置し，これを運営することに関する事項 

 （１）学生の募集等  

   下記のとおり，平成２７年度第２学期学生募集を行った。   
               （単位：人） 

区    分 入学定員 募 集 期 間 等 

教養学部 
第２学期 全科履修生 15,000 （第１回）６月１５日～８月３１日 

（第２回）９月 １日～９月２０日 第２学期 選科履修生 科目履修生 40,000

大学院 
文化科学研究科 

第２学期 修士選科生 修士科目生 11,000
（第１回）６月１５日～８月３１日 
（第２回）９月 １日～９月２０日 

   下記のとおり，平成２８年度第１学期学生募集を行った。                  
（単位：人） 

区    分 入学定員 募 集 期 間 等 

教養学部 
第１学期 全科履修生 15,000

（第１回）１２月  １日～２月２９日 
（第２回） ３月 １日～３月２０日 第１学期 選科履修生 科目履修生 40,000

大学院 
文化科学研究科

修士全科生  500

(８月１５日～８月３１日募集) 
１０月４日   第１次選考(筆記試験) 
１１月２１，２２日  第２次選考 (面接試問) 
１２月１１日   最終合格者決定 

第１学期 修士選科生 修士科目生 11,000 （第１回）１２月  １日～２月２９日 
（第２回） ３月 １日～３月２０日 

博士全科生 10

(８月１５日～８月３１日募集) 
１０月４日   第１次選考(筆記試験) 
１１月１５日     第２次選考  (面接試問) 
１２月１１日   最終合格者決定 

    このほか平成２７年度集中科目履修生として「看護師資格取得に資する科目」の募集を５月１日～３１日
の間行った。また，「図書教諭資格取得に資する科目」については，５月１日～６月７日の間に行った。  

  （入学者数推移） 
  〔学  部〕                                      （単位：人） 

年  度 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

１学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期

全科履修生 7,739 4,159 7,963 4,448 7,765 4,093 6,670 4,249 7,763 4,205 

選科履修生 11,241 5,779 11,866 6,228 11,496 5,963 10,869 5,940 11,864 6,250 

科目履修生 7,350 8,636 7,290 7,838 6,504 7,525 6,916 7,559 6,691 7,603 

特別聴講学生 1,360 3,762 1,520 3,626 1,189 3,459 1,304 3,317 1,217 3,395 



5

  〔大学院〕                                     （単位：人） 

年   度 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

１学期 ２学期 1学期 ２学期 1学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期

修士全科生 403 394 440 402 374 

修士選科生 2,543 982 2,632 1,062 2,651 1,114 2,597 1,104 2,600 1,085 

修士科目生 666 875 706 890 655 956 490 688 505 672 

特別聴講学生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

博士全科生 - - - 12 12 

（２）学生の教育等  

① 平成２７年度第１学期の在学者（学部８３，６４２人，大学院修士課程５，３６９人，大学院博士後期
課程２４人）及び平成２７年度第２学期の在学者（学部８６，４３９人，大学院修士課程５，５１５人, 大
学院博士後期課程２４人）に対して放送授業，面接授業，通信指導，研究指導，単位認定試験等を下記の
とおり実施した。 

放送授業 

・放送授業の放送期間 
 第１学期 

平成２７年 ４月１日～ ４月２８日 
                       １５週間  
 平成２７年 ５月６日～ ７月２１日 

 第２学期 
平成２７年１０月１日～１２月２８日 

                       １５週間   
 平成２８年 １月５日～ １月２０日 

・第１学期学部２８１科目，大学院６６科目，第２学期学部２８３科目，大学院６６科目を放送 

なお，平成２７年４月２９日～５月５日及び平成２７年１２月２９日～２８年１月４日を
「ゆとりの期間」として，また，平成２７年７月２２日～９月３０日及び平成２８年１月２
１日～３月３１日を「集中放送授業期間」として、特別講義を放送するほか授業番組の一部
を再放送   

集中放送授業期間，ゆとりの期間（年末・年始）には，「司書教諭資格取得に資する科目
」（５科目），「看護師資格取得に資する科目」（６科目），「教員免許更新講習に関する
科目」（７科目）を放送  

オンライン授
業 

・オンライン授業の配信期間 
 第１学期：平成２７年４月～ 
 第２学期：平成２７年１０月～ 

・第１学期，第２学期ともに，学部２科目を配信 



6

面接授業 

・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む）が指導を実施（スクーリング） 
・面接授業は以下の期間で１科目８５分の授業を８回実施 
 第１学期：平成２７年 ４月１７日（金）～平成２７年８月７日（金） 
 第２学期：平成２７年１０月１６日（金）～平成２８年２月７日（日） 
・延べ３，１６６クラスの面接授業を実施 

通信指導 

・放送授業科目について，学期の途中に１回，一定範囲の問題を出題し，その添削を実施（通信指
導の評価の結果によって単位認定試験の受験資格が与えられる） 

・通信指導提出期限：平成２７年 ６月 ８日（第１学期） 
          平成２７年１１月３０日（第２学期） 
         〔平成２７年 ８月１４日（集中科目履修生）〕 

研究指導 
（大学院） 

・大学院修士課程では，研究指導を行い，第２年次の学生は修士論文等の審査を実施  
・大学院博士後期課程では，３名の教員による研究指導チームで博士論文作成のための指導を実 
 施 

単位認定試験

・教養学部       平成２７年７月２６日～ ８月 ２日（第１学期） 
            平成２８年１月２４日～ １月３１日（第２学期） 
・集中科目履修  
「司書教諭資格取得に資する科目」 平成２７年１０月１６日 単位認定レポート提出期限 
「看護師資格取得に資する科目」  平成２７年 ９月２５日，２６日  

・大学院文化科学研究科 平成２７年７月２４日～２５日（第１学期） 
            平成２８年１月２２日～２３日（第２学期） 

 また，学部において４，９５４人の卒業認定，大学院修士課程において３５５人の修了認定を行った。  

  （学部卒業者数推移） 

２５年度 ２６年度 
２７年度 

２７年度末累計 
第１学期 第２学期 計 

４，４１９人 ４，９１５人 １，８８７人 ３，０６７人 ４，９５４人 ８９，０５６人

  （大学院修了生数）  

２５年度 ２６年度 
２７年度 

２７年度末累計 
第１学期 第２学期 計 

３２０人 ３５７人 ３人 ３５２人 ３５５人  ４，８８９人

   ② 専修免許状，特別支援学校の教諭免許状，栄養教論免許状，幼稚園教諭免許状，看護師資格取得など各
種資格の取得に資する教育を実施した。 

   ③ 特定の科目群を履修し単位取得した学生に，認証状を発行・授与する科目群履修認証制度の認証プラン
の改善を図った。  

   ④ 他大学等との単位互換・連携協力を，平成２７年度末までに下記のとおり実施している。 

単位互換 連携協力 

学部 大学院 専修学校 高等学校 

３８５校 ７校 ３１校 １４校 

   ⑤ 教員免許更新講習を開設し，下記のとおり夏期及び冬期に講習を実施した。 
  夏期 受講者数 ６，０２６人   冬期 受講者数 ３，６２２人 
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⑥ マレーシア・クアラルンプールで開催されたＡＡＯＵ（アジア公開大学連合）に参加し、遠隔教育の直
面する課題に対する議論等を通じて、各国との相互交流を図った。  

（３）教材の作成  

① 平成２８年度に新たに開設する放送授業科目学部５４科目，大学院８科目について，放送
教材及び印刷教材を作成するとともに，平成２８年度に新たに開設するオンライン授業科目
学部６科目，大学院２科目について，オンライン教材を作成した。また，特別講義１６番組
を制作した。  

② 特別講義２番組について，番組に連動したデータ放送用コンテンツを制作した。 

③ 授業科目１８科目等の番組について字幕を付与した。 

   ④ 放送教材の二次利用等の円滑化に資するため，教材作成段階において著作権処理について十分配慮する
とともに，著作権処理データベースを運用し，効率的に著作権処理業務を行った。 

   ⑤ 放送教材の作成経費について，執行プロセスを厳格に管理した。 

（４）学習センターの運営  

   ① 学習センターにおいて，延べ３，１６６クラスの面接授業を実施した。 
     また，学生間の交流や学習意欲を促進するため，サークル活動や教員によるミニ講座等に供するなど講

義室の有効活用を図った。  

② 各学習センターにおいて下記の日程で単位試験を実施した。  
     ・教養学部             平成２７年７月２６日～ ８月 ２日（第１学期） 
                       平成２８年１月２４日～ １月 ３１日（第２学期） 
     ・集中科目履修生  
      「司書教諭資格取得に資する科目」 平成２７年１０月１６日 単位認定レポート提出期限 
      「看護師資格取得に資する科目」  平成２７年 ９月２５日，２６日 

     ・大学院文化科学研究科        平成２７年７月２４日～２５日（第１学期） 
                       平成２８年１月２２日～２３日（第２学期） 

   ③ 各学習センターにＤＶＤ，ＣＤ等の放送教材を配架し，再視聴学習機会の提供を行った。  

   ④ 各学習センターにおいて，図書の貸出，学習相談，証明書の発行等の学生サービス業務を行った。  

   ⑤ 各学習センターにおいて，当該地域の広報活動及び学生募集活動を行った。 

（５）施設設備の整備  

① 本部施設及び埼玉学習センターの特別修繕を行った。  

② 教育研究に必要な視聴設備の整備を進めるとともに，図書・学術雑誌の充実を図った。 

（６）授業評価の実施  

授業内容の質的な充実を図るため，学生等による授業評価を実施した。 
また，学部・大学院の教育方法改善を図るため，ＦＤ（Faculty Development）講演会を実施した。 
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（７）ＩＣＴ活用教育の推進  

① ＩＣＴ活用教育のための教材開発や授業実施のための情報提供等を行い，本学における教育の質向上と
ＩＣＴ活用教育の導入・推進を図った。 
・オンライン学習大学ネットワークを介した大学間のｅラーニング教材等の共有化を推進した。 

② 学生の情報リテラシー向上のため，面接授業等による情報リテラシー教育を実施した。 

③ 海外のＩＣＴ活用教育推進機関などと連携するとともに，独立行政法人日本学生支援機構からの助成金
（公益財団法人中島記念国際交流財団助成事業）を受け、１１月に共催にて国際シンポジウムを開催した。 

④ 総合研究大学院大学との連携を図り，同大学文化科学研究科メディア社会文化専攻に現に在籍する大学
院生の指導を通じて，この分野における人材育成に協力した。 

２ 大学における教育に必要な放送の実施に関する事項 

（１）放送の実施  
地上デジタルテレビ放送（東京放送局及び前橋放送局）,ＦＭ放送（東京放送局及び前橋放送局），ＢＳ

デジタルテレビ放送及びラジオ放送により，次のように授業番組等を放送した。 
   また，地上デジタルテレビ放送及びＢＳデジタルテレビ放送においては，ハイビジョン放送，マルチ編

成及びデータ放送を実施した。 

① 番組編成期間及び放送時間  
    ・ 地上デジタルテレビ放送第１チャンネル,ＢＳデジタルテレビ放送第１チャンネル,ＢＳデジタルラジ

オ放送，及びＦＭ放送 

番組編成期間 放  送  時  間 

放送授業期間 
（第１学期） 
 平成２７年 ４月１日～ ４月２８日 
 平成２７年 ５月６日～ ７月２１日 

（第２学期）  
平成２７年１０月１日～１２月２８日 

 平成２８年 １月５日～ １月２０日 

【テレビ】 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 
火曜     午前６時から翌午前２時１５分まで 
水曜から土曜 午前５時１５分から翌午前２時１５分まで 

【ラジオ】 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時４５分まで 

 ゆとりの期間 
 平成２７年 ４月２９日～ ５月 ５日 
 平成２７年１２月２９日～２８年１月４日 

 集中放送授業期間 
 平成２７年 ７月２２日～ ９月３０日 
 平成２８年 １月２１日～ ３月３１日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

・ 地上デジタルテレビ放送第２チャンネル・第３チャンネル及びＢＳデジタルテレビ放送第２チャンネ
ル・第３チャンネル  

番組編成期間及び放送時間 

午後1時から午後2時30分まで 

       毎日                 及び 

午後8時45分から午後11時まで

② 番組の種類  
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番  組  名 番  組  内  容 

授
業
番
組

授業番組 放送大学が放送教材として使用する番組 

特別講義 
各学問分野等の第一人者が，それぞれの専門について，自由にあるい

はさらに深く掘り下げて講義する番組 

告
知
番
組

大学の窓 大学からの各種お知らせや学習に役立つ情報を提供する番組 

特別番組 
学習を進める上で参考になる話題，行事などをさまざまな形で放送す

る番組 

あなたの知りたい 

放送大学 
学部及び研究科の内容，科目選択の方法等を紹介する番組 

もう一度みたい名講義 

～放送大学アーカイブス～

過去の名講義を改めて紹介することで，放送大学で学ぶことの意義と

魅力を伝える番組 

（２）放送設備の整備  
安定した放送を確保するため，主調整室の補修等を行うとともに，放送関連施設及び機器の保全・管理

等を実施した。 

（３）放送事故 
      平成２７年度において，放送事故は発生していない。 

（局地的豪雨の影響によるBS放送の停波事故が生じないよう、B-SAT社において対策が講じられた。当該B-SAT
社における対策検討のための議論に参加した。） 

３ 前２号に掲げる業務に附帯する業務に関する事項 

（１）広報活動の実施  
各種広報資料の作成・配布，公開講演会の開催，新聞・雑誌・テレビ・インターネットを利用した広報

を行うとともに，各種行事に参加した。 
また，効果的な広報戦略に資するため，学生確保戦略を策定し，広報活動体制の充実，学園本部と学習

センターとの連携協力体制の強化等を行った。 

① 放送大学の周知に係る広報活動 
    ・ ホームページの充実 
    ・ 各種行事への参加 
    ・ 公開講演会（各学習センター）の実施（計３８５回）（平成２７年１２月７日現在） 
    ・ 図書館所蔵コレクション展の実施（群馬県、山形県、愛媛県） 

② 学生募集に係る広報活動 
    ・ 学生募集ポスター，学生募集リーフレット，その他広報資料の作成 
    ・ 新聞，テレビ，雑誌，インターネット等のメディアを活用した学生募集広告の実施 
       テレビＣＭ 各地方局及びケーブルテレビ局等 
       新聞広告  読売，日経新聞等 
    ・ 学生サポートセンターによる資料請求者へのフォローコールの実施 
    ・ オープンキャンパス及び個別相談会（各学習センター）の実施 
    ・ 生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請  
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    ・ 関係府省庁の刊行物，各自治体広報誌及びホームページの活用 

（２）調査研究の実施  

① 視聴状況調査  

      学生に対して、放送番組の編成に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況の把握に資する調査
を実施し，その結果の活用を図った。 

② 総合的なメディア活用の在り方に関する調査研究  

 BSデジタルテレビ放送等の高度化に関する調査・研究として、ハイブリッドキャストの実証実験を行
った。 

（３）事務電算システムの運用等  

   ① 各種業務システム等の運用・管理 
人事・給与システム，財務・会計システム，教務情報システム（システムWAKABA），図書システム，

大学院研究指導支援システム，情報基盤システム，文書管理システム等の運用・管理を行った。 

   ② 新教務情報システムの設計 
教務事務の効率化および教務制度の変革に柔軟に対応するため，平成29年度の稼動を目指し，新たな

教務情報システムの設計を実施した。 

（４）インターネット配信  
学生の利便性の向上等に資するため，放送による授業の補完として，ラジオ授業科目のうち１６８科目

（夏季集中科目６科目を含む）について，インターネット配信を実施した（うち２科目をについて，字幕
を付与する実験を実施。）。また，テレビ授業科目のうち１７４科目（夏季集中科目５科目を含む。）に
ついて，インターネット配信実験を実施した（うち，字幕付与科目は１１１科目。）。 

（５）特別修繕準備金 
特別修繕準備金から220,709,000円（予定）を取り崩して特別修繕費に充てた。 

４ その他学園の行う業務に関する事項 

・ 学生等の受信環境の向上を図るため，ケーブルテレビ事業者による再放送の拡充を図った。 

・ 社会のニーズや環境の変化等を踏まえ，教育機能の強化・充実や業務運営の効率化等必要な改善を行っ 

た。 



６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等

該当なし



７．平成２８会計年度収入支出予算（案）

（単位：千円）

前年度平成28年度 前年度平成28年度

予算額予算額 予算額予算額

(款)事業収入

(項)授業料及入学検定料 6,143,829 6,270,669 126,840 (項)管理経費 744,093 728,748 △ 15,345

(款）事業外収入

(項)雑収入 211,089 192,978 △ 18,111 (項)教材作成等事業費 2,677,271 2,655,326 △ 21,945

(款)特別修繕準備金受入

(項)特別修繕準備金受入 220,709 240,270 19,561 (項)教育研究費 8,087,612 8,412,216 324,604

(款）補助金収入

(項)国庫補助金 7,293,769 7,686,613 392,844 (項)放送事業費 2,139,711 2,057,602 △ 82,109

(款）受託収入

　(項)受託収入 11,027 9,305 △ 1,722 (項)特別修繕費 220,709 240,270 19,561

(項)放送大学学園施設整備費 0 296,368 296,368

(項)受託研究等事業費 11,027 9,305 △ 1,722

13,880,423 14,399,835 519,412 13,880,423 14,399,835 519,412

※　前年度予算額については、本年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
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